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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

連結経営指標等

　

回次

第133期

第３四半期

連結累計期間

第134期

第３四半期

連結累計期間

第133期

会計期間
自 平成24年４月１日

至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日

売上高 （百万円） 167,134 150,969 248,430

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △534 1,580 4,760

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

（百万円） △1,149 621 2,186

包括利益又は四半期包括利益 （百万円） 33 4,526 7,571

純資産額 （百万円） 86,360 95,333 93,932

総資産額 （百万円） 190,015 192,910 207,465

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）

（円） △15.12 8.23 28.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） ― 8.21 28.68

自己資本比率 （％） 43.7 47.4 43.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 11,726 3,804 13,054

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △232 1,758 △870

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △797 △3,048 △2,801

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 31,906 34,680 31,110
 

　

回次
第133期
第３四半期
連結会計期間

第134期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失
金額（△）

（円） △5.98 15.05

 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第133期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度に係る有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりま

せん。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、各種政策効果等を背景に、輸出環境の改善や

生産の増加から企業収益が改善するなか、設備投資に持ち直しが見られるなど、国内景気は緩やか

な回復基調で推移しました。

当社およびグループ各社は、中期経営計画に基づき、総力を挙げて採算性重視の受注活動および

コストダウンに取り組んでまいりました結果、当第３四半期連結累計期間の業績は次のとおりとな

りました。

受注高は、196,478百万円（前年同四半期比＋12.2％）となり、売上高は150,969百万円（前年同

四半期比△9.7％）となりました。

第１四半期連結会計期間から、中期経営計画に基づき、重要性が増したタカサゴベトナムCo.,

Ltd.を連結の範囲に含めております。このことに伴い、当第３四半期連結累計期間の受注高は217

百万円、売上高は724百万円、繰越高は145百万円それぞれ増加しております。

営業利益は681百万円（前年同四半期は営業損失1,405百万円）、経常利益は1,580百万円（前年

同四半期は経常損失534百万円）、四半期純利益は621百万円（前年同四半期は四半期純損失1,149

百万円）となりました。

なお、当社グループの主力事業であります設備工事事業（空調設備工事）は、通常の営業形態と

して工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中する一方、販売費及び一般管理費などの固

定費はほぼ恒常的に発生するため、利益は第４四半期連結会計期間に偏るなど業績に季節的変動が

あります。このため、第１四半期連結累計期間から第３四半期連結累計期間までは営業損失、経常

損失および四半期純損失となる傾向にあります。
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。（セグメントごとの業績については、セグメン

ト間の内部売上高等を含めて記載しております。）

（設備工事事業）

売上高は146,313百万円（前年同四半期比△10.0％）、セグメント利益（営業利益）は493百万

円（前年同四半期はセグメント損失（営業損失）△1,675百万円）となりました。

（設備機器の製造・販売事業）

売上高は5,695百万円（前年同四半期比△0.7％）、セグメント利益（営業利益）は194百万円

（前年同四半期比△12.8％）となりました。

（その他）

売上高は143百万円（前年同四半期比△4.3％）、セグメント利益（営業利益）は24百万円（前

年同四半期比△58.4％）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べて

3,569百万円増加し、34,680百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、3,804百万円の収入（前年同四半期比△7,922百万円）

となりました。これは主に売上債権の減少などの収入が、仕入債務の減少などの支出を上回った

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,758百万円の収入（前年同四半期は232百万円の支

出）となりました。これは主に投資有価証券の売却による収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、3,048百万円の支出（前年同四半期比△2,250百万円）

となりました。これは主に自己株式の取得による支出および配当金の支払いによるものでありま

す。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 ① 当面の対処すべき課題の内容等

前事業年度に係る有価証券報告書提出日以降、当第３四半期連結累計期間において、重要な変更

または新たに発生した事項等はありません。

空調業界におきましては、公共投資、民間設備投資ともに、持ち直し傾向で推移することが予想

されるものの、競争激化により、厳しい経営環境が続くものと思われます。

 このような情勢のもと、当社グループは、採算性重視の受注活動とコストダウンの継続および重

点分野への経営資源集中により、収益力の一層の強化と経営の効率化を図るとともに「顧客最優

先」「現場第一主義」の考えに基づき、全役職員の衆知を結集して、計画達成に取り組んでまいり

ます。また、当社の企業価値の源泉である現場を支える協力会社との連携を強化してまいります。

当社グループは、技術力と現場力をあわせた総合エンジニアリング力を駆使し、需要を喚起・創

出する企画提案型の営業活動であるセールス・エンジニアリングを強化いたします。建築設備の企

画から新築、アフターサービスを経てリニューアルまでのライフサイクルにわたり、ハードだけで

なく各種サービスを提供するワンストップサービスと、空調だけでなく衛生、電気等の周辺設備工

事もあわせて提供するワンストップサービス、この「二つのワンストップサービス」を通じて差異

化を図ってまいります。

  特に、省エネルギー・環境対策に関する環境ソリューション事業を強化し、主力事業である空調

設備工事との相乗効果を図りつつ、エコロジーとエコノミーを両立させる取組みの強化を通じて地

球環境保全と低炭素社会実現に貢献する、環境ソリューション企業№１を目指してまいります。

そのための新たな取組みとして、当社グループの省エネシステムや工法を常設展示する「グリー

ン・エア プラザ」を東京に開設し、ソリューションおよびコンサルティング情報の発信を通じて

顧客のニーズを引き出す需要喚起型の営業活動を展開しております。

 海外展開に関しましては、ベトナム現地法人「タカサゴベトナムCo., Ltd.」を新たに連結の範

囲に含めるとともに、新規拠点の開拓に向けた調査検討を含め、引き続き海外事業の強化を進めて

まいります。

 当社は、昨年創立90周年の節目の年を迎えました。原点に立ち返り、現場力の強化に重きを置く

とともに、創立100周年における目指す姿に向かって、グループを挙げて取り組んでまいります。

なお、当社は、平成25年９月４日、北陸新幹線の設備工事の入札に関して、独占禁止法違反の疑

いがあるとして、公正取引委員会による立入検査を受けました。

また、当社は、平成26年２月５日、東京地方検察庁特別捜査部による強制捜査および公正取引委

員会による立入検査を受けました。

当社といたしましては、このたびの事態を厳粛かつ真摯に受け止め、捜査に全面的に協力してお

ります。
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　② 株式会社の支配に関する基本方針

前事業年度に係る有価証券報告書提出日以降、当第３四半期連結累計期間において、重要な変

更または新たに発生した事項等はありません。

　

(イ) 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解

し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを

可能とする者である必要があると考えております。

当社は、創業以来、「最高の品質創り、特色ある技術開発、人材育成」という経営理念に基

づき、一般空調、工場空調、地域冷暖房施設、原子力関連の空調設備、除湿設備など「熱と空

気に関するエンジニアリング」を中心とした建築設備工事業を営んでおり、これらについて、

独自の技術によって安全かつ高品質なサービスを提供し続けることにより、企業価値・株主共

同の利益の確保・向上に努めてまいりました。

そして、当社の企業価値の源泉は、(Ⅰ)高い技術力・開発力を持つ個々の社員と個々の社員

の能力に基づく最先端かつ独創的な技術力・開発力、(Ⅱ)空調・熱源設備の施工業者として蓄

積してきたノウハウや実績、(Ⅲ)長年にわたり培ってきた事業会社などの顧客や高い施工能力

を有する協力会社との信頼関係、および(Ⅳ)顧客重視・現場重視の企業文化および健全な財務

体質を継続的に維持することによる優良な顧客の開拓・維持などにあります。

当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提

案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えておりま

す。しかしながら、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さな

いものも少なくありません。そして、当社株式の大量買付を行う者が上記の当社の企業価値の

源泉を理解し、中長期的に確保し、向上させられる者でない場合には、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社

の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　

(ロ) 基本方針実現のための取組みの具体的な内容の概要

基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社取締役会は、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上

していくことを実現するために、平成23年４月からの３か年中期経営計画を策定し、取り組ん

でおります。建築設備の企画から新築、アフターサービスを経てリニューアルまでのライフサ

イクルにわたり、ハードだけでなく各種サービスを提供するワンストップサービスと、空調だ

けでなく衛生、電気等の周辺設備工事もあわせて提供するワンストップサービス、この「二つ

のワンストップサービス」を通じて差異化を図り、顧客設備の省エネルギー・ＣＯ２削減に貢献

する環境ソリューション事業を展開しております。また、「顧客最優先」「現場第一主義」の

考えに基づき、採算性重視の受注活動を推進するとともに重点分野への経営資源集中により、

収益の拡大と持続的な成長を実現するべく事業構造改革を進めております。
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平成26年３月期においては、省エネルギー・環境対策に注力した技術開発を行っておりま

す。当第３四半期累計期間においては、データセンターの省エネルギーに貢献する新たな高効

率空冷パッケージ空調機を株式会社関電エネルギーソリューション、株式会社東芝および東芝

キヤリア株式会社と共同開発し、販売を開始いたしました。また、配管設備の試運転前の洗浄

作業に際し、排水せず、廃棄物の大幅な削減が可能な「配管フラッシング排水レスシステム」

の開発を完了いたしました。加えて、当社グループの情報発信拠点「グリーン・エア プラ

ザ」においては、配管表面設置型簡易熱量計「GE-Light's（ジーライツ）」や二酸化塩素ガス

殺菌消毒サービス「TSCLOO（ティエスクロー）」を新たに展示し、実際の製品をご覧いただく

ことにより、認知度の拡大とニーズの創造を図っております。

コーポレート・ガバナンスにつきましては、取締役の人数削減・任期短縮を行うとともに、

経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確にし、迅速かつ機動的な経営を行うため、執

行役員制度を導入しております。当社は、業務執行部門である取締役および執行役員が機動的

な業務執行を行うこと、また、監査役、会計監査人および内部監査室が相互に連携をとり、実

効性のある監査を行うことにより経営の透明性を高めております。なお、平成25年６月27日開

催の第133回定時株主総会において、取締役会の監督機能を強化すべく、社外取締役１名を選任

しております。

　

(ハ) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記②（ロ）に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化と

いった各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具

体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針の実現に資するものです。従っ

て、これらの施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は537百万円であ

ります。なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

　

(5) 受注の実績

当第３四半期連結累計期間における受注の状況は次のとおりであります。

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間

　（自　平成24年４月１日

　　至　平成24年12月31日）

(百万円)

当第３四半期連結累計期間

　（自　平成25年４月１日　

　　至　平成25年12月31日）

(百万円)

前年同四半期比

(％)

設備工事事業 171,483 191,321 11.6

設備機器の製造・販売事業 3,546 5,025 41.7

その他 137 131 △4.2

合　　計 175,167 196,478 12.2

(うち海外) (23,634) (30,403) (28.6)
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 85,765,768 85,765,768
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 85,765,768 85,765,768 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年12月31日 ― 85,765 ― 13,134 ― 12,853
 

　

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間末現在の大株主の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載しておりません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができませんので、直前の基準日である平成25年９月30日の株主名簿により記載

しております。

　

① 【発行済株式】

   平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

10,672,000
(相互保有株式)
普通株式

777,300

 
 

―
 
 

―

 
 

―
 
 

―

完全議決権株式(その他)
普通株式

74,243,000 742,430
―

単元未満株式
普通株式

73,468
― ―

発行済株式総数 85,765,768 ― ―

総株主の議決権 ― 742,430 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式 74株を含めております。

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
高砂熱学工業株式会社

東京都千代田区神田駿河台
４丁目２番地５

10,672,000 ― 10,672,000 12.44

(相互保有株式)
日本設備工業株式会社

東京都千代田区大手町１丁
目７番地２

777,300 ― 777,300 0.90

計 ― 11,449,300 ― 11,449,300 13.34
 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当社は執行役員制度を導入しており、当第３四半期累計期間における執行役員の異動は、次

のとおりであります。

　

退任執行役員

役  職 氏  名 退任年月日

執行役員　西日本事業本部大阪支店副支店長 織田　邦男 平成25年９月30日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施

行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作

成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 32,565 36,575

受取手形・完成工事未収入金等 112,846 87,832

有価証券 138 56

未成工事支出金等
※1 3,141 ※1 6,055

その他 8,035 9,320

貸倒引当金 △129 △105

流動資産合計 156,597 139,734

固定資産

有形固定資産 6,270 6,419

無形固定資産 848 701

投資その他の資産

投資有価証券 32,806 36,139

その他 11,505 10,269

貸倒引当金 △458 △353

投資損失引当金 △104 －

投資その他の資産合計 43,749 46,054

固定資産合計 50,867 53,175

資産合計 207,465 192,910

EDINET提出書類

高砂熱学工業株式会社(E00149)

四半期報告書

12/25



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 61,343 45,497

短期借入金 4,373 4,533

未払金 23,892 19,090

未払法人税等 523 427

未成工事受入金 4,351 8,239

工事損失引当金 2,919 2,961

引当金 840 757

その他 10,022 9,047

流動負債合計 108,267 90,555

固定負債

長期借入金 70 70

退職給付引当金 1,307 1,311

役員退職慰労引当金 122 146

その他 3,765 5,493

固定負債合計 5,265 7,021

負債合計 113,533 97,577

純資産の部

株主資本

資本金 13,134 13,134

資本剰余金 12,854 12,854

利益剰余金 65,823 64,546

自己株式 △7,222 △8,326

株主資本合計 84,589 82,208

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,075 9,363

為替換算調整勘定 △294 △51

その他の包括利益累計額合計 5,781 9,312

新株予約権 89 96

少数株主持分 3,471 3,715

純資産合計 93,932 95,333

負債純資産合計 207,465 192,910
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
  【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 167,134 150,969

売上原価 154,762 136,153

売上総利益 12,372 14,815

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 5,290 5,463

退職給付費用 345 225

その他 8,140 8,444

販売費及び一般管理費合計 13,777 14,134

営業利益又は営業損失（△） △1,405 681

営業外収益

受取利息 112 96

受取配当金 399 409

持分法による投資利益 － 8

不動産賃貸料 203 225

為替差益 22 127

その他 380 241

営業外収益合計 1,118 1,107

営業外費用

支払利息 99 61

持分法による投資損失 39 －

支払手数料 20 19

減価償却費 12 59

その他 76 68

営業外費用合計 248 209

経常利益又は経常損失（△） △534 1,580

特別利益

投資有価証券売却益 3 309

ゴルフ会員権償還益 46 20

その他 2 1

特別利益合計 52 331

特別損失

減損損失 12 27

解体撤去費用 － 108

投資有価証券評価損 239 6

その他 28 15

特別損失合計 280 157

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△762 1,754

法人税、住民税及び事業税 △167 900

法人税等合計 △167 900

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△595 854

少数株主利益 554 232

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,149 621
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  【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△595 854

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,171 3,283

為替換算調整勘定 △549 372

持分法適用会社に対する持分相当額 7 16

その他の包括利益合計 629 3,672

四半期包括利益 33 4,526

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △165 4,152

少数株主に係る四半期包括利益 199 373
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△762 1,754

減価償却費 537 549

減損損失 12 27

のれん償却額 25 25

工事損失引当金の増減額（△は減少） 321 35

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△7 28

受取利息及び受取配当金 △511 △505

支払利息 99 61

為替差損益（△は益） △1 △4

持分法による投資損益（△は益） 39 △8

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △309

投資有価証券評価損益（△は益） 239 6

ゴルフ会員権償還損益（△は益） △46 △20

売上債権の増減額（△は増加） 25,462 24,381

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,342 △2,886

仕入債務の増減額（△は減少） △14,016 △19,679

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,597 3,411

その他 1,151 △2,918

小計 13,796 3,949

利息及び配当金の受取額 540 539

利息の支払額 △103 △64

法人税等の支払額 △2,506 △1,024

法人税等の還付額 － 403

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,726 3,804

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,506 △1,025

定期預金の払戻による収入 1,006 1,085

長期預金の払戻による収入 － 600

有価証券の償還による収入 731 138

有形及び無形固定資産の取得による支出 △587 △761

投資有価証券の取得による支出 △313 △287

投資有価証券の売却による収入 6 2,061

投資有価証券の償還による収入 3 221

その他の支出 △478 △727

その他の収入 906 452

投資活動によるキャッシュ・フロー △232 1,758
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,170 112

長期借入金の返済による支出 △15 △15

リース債務の返済による支出 △60 △65

自己株式の取得による支出 △0 △1,146

配当金の支払額 △1,910 △1,894

少数株主への配当金の支払額 △41 △39

子会社の所有する親会社株式の売却による収入 60 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △797 △3,048

現金及び現金同等物に係る換算差額 132 480

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,829 2,994

現金及び現金同等物の期首残高 19,064 31,110

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,012 575

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 31,906 ※1 34,680
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

　
（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

(連結の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間から、中期経営計画に基づき、重要性が増したタカサゴベトナムCo., Ltd.を連結の

範囲に含めております。
 

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間

(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調

整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調

整前四半期純利益に当該見積実効税率を使用する方法によって計算しております。

ただし、税金等調整前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を使用す

る方法によって計算しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 未成工事支出金等

未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

未成工事支出金 2,338百万円 5,002百万円

商品及び製品 416 599

仕掛品 19 15

材料貯蔵品 366 436

計 3,141 6,055
 

　

 ２ 貸出コミットメント契約

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関６社と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

貸出コミットメント契約の総額は3,000百万円で当連結

会計年度末の実行残高はありません。

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関６社と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

貸出コミットメント契約の総額は3,000百万円で当第３

四半期連結会計期間末の実行残高はありません。
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

１ 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当社グループの売上高は、主たる事業である設備工事事

業において、工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期

間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第

３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間に売上高が著しく多くなるといった季節

的変動があります。

同左

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

現金預金 33,361百万円 36,575百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,455 △1,895

現金及び現金同等物 31,906 34,680
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 955百万円 12円50銭 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年11月９日
取締役会

普通株式 955百万円 12円50銭 平成24年９月30日 平成24年12月７日 利益剰余金
 

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 955百万円 12円50銭 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月13日
取締役会

普通株式 938百万円 12円50銭 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金
 

　

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

設備工事
事業

設備機器
の製造・
販売事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 162,504 4,492 166,996 137 167,134 ― 167,134

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 1,241 1,242 11 1,254 △1,254 ―

計 162,504 5,734 168,238 149 168,388 △1,254 167,134

セグメント利益又は損失(△) △1,675 222 △1,452 57 △1,394 △10 △1,405
 

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の売買・賃貸、保険代理

店等の事業であります。

２ セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

設備工事
事業

設備機器
の製造・
販売事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 146,313 4,523 150,837 131 150,969 ― 150,969

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 1,171 1,172 11 1,183 △1,183 ―

計 146,313 5,695 152,009 143 152,152 △1,183 150,969

セグメント利益 493 194 687 24 711 △29 681
 

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産の売買・賃貸、保険代理

店等の事業であります。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎ならびに潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

△15円12銭 ８円23銭

 (算定上の基礎) 　 　 　

   四半期純利益金額又は
   四半期純損失金額（△）

（百万円） △1,149 621

   普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額又は
   四半期純損失金額（△）

（百万円） △1,149 621

   普通株式の期中平均株式数 （株） 76,067,283 75,514,893

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 8円21銭

 (算定上の基礎) 　 　 　

   四半期純利益調整額 （百万円） ― ―

   普通株式増加数 （株） ― 172,875

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注) 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後の１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

自己株式の消却

当社は、平成26年２月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、下記のとお

り自己株式の消却を行うことを決議いたしました。

１ 消却する株式の種類 当社普通株式

２ 消却する株式の数 2,000,000株

 （消却前発行済株式総数に対する割合 2.33％）

３ 消却予定日 平成26年３月31日
 

　

２ 【その他】

（中間配当に関する取締役会の決議）

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

  (1) 決議年月日 平成25年11月13日

  (2) 中間配当金の総額 938百万円

  (3) 普通株式１株当たりの金額 12円50銭

  (4) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年12月９日
 

(注)　平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、支払

いを行いました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   星   長   徹   也   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    園    田    博    之    ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岩    瀬    弘    典    ㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月13日

高砂熱学工業株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている高
砂熱学工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、高砂熱学工業株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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